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(９) ICT の活用推進 3 

新型コロナウイルス感染症拡大により全国で一斉臨時休校や分散登校などの措置が取られ、子どもたち4 

の学びを保障する対策としてオンライン学習をはじめとする ICT を活用した学習スタイルが急速に進展し5 

ました。 6 

Society 5.0 時代を生きる子どもたちにとって、スマートフォンやタブレット、パソコンなどの ICT 端末7 

は鉛筆やノートと並ぶ「マストアイテム」であり、１人１台端末環境は、もはや令和の時代の学校の「ス8 

タンダード」です。 9 

小・中学校においては、令和３年４月から、高校においては、令和４年４月から 1 人 1 台端末の環境下10 

での新しい学びのスタイルがスタートし、学校には、Society 5.0 時代を生きる子どもたちにふさわしい、11 

全ての子どもたちの可能性を引き出す、個別最適な学びと協働的な学びの実現が求められています。 12 

また、感染症や災害発生時においては、ICT を活用したオンライン学習などにより、子どもたちの学び13 

を止めない体制を確保することも期待されます。 14 

このため、学校の ICT 環境の充実や教員の ICT 活用指導力の向上など、ハード・ソフト・人材を一体と15 

した学校における ICT の環境整備を進め、教科指導等において ICT を適切に活用し、学習への興味・関心16 

を高めるなどして、教育の質を向上させ、子どもたちの情報活用能力の育成を図ることが必要です。 17 
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施策 13 

Ｐ● 

◇全国の公立小・中学校等の端末の利活用開始状況 
（令和３年７月末時点） 

(出典)文部科学省「端末の利活用状況等の実態調査」 

◇次世代の学校・教育現場のイメージ図 
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(10) いじめ・不登校等の状況 31 

平成 25 年（2013 年）に「いじめ防止対策推進法」が制定され、いじめへの対応については、初32 

期段階のものも含めて積極的に認知し、その解消に向けて取り組まれていますが、いじめ重大事態33 

については件数が増加傾向にあります。また、平成 28 年（2016 年）に「義務教育の段階における34 

普通教育に相当する教育機会の確保等に関する法律」が制定され、全ての児童生徒が安心して教育35 

を受けられるようにすることや、不登校の児童生徒の休養の必要性を踏まえて学習支援を行うこと36 

などが求められていますが、不登校の児童生徒数は依然として高水準で推移しており、憂慮すべき37 

状況にあると言えます。 38 

本道におけるいじめの状況は、全国と同様に認知件数は増加傾向にありますが、解消率は 95%を39 

超え、全国平均よりも高い状況になっています。これは、各学校において早期発見・早期対応に努40 

めた結果、早期解消につながったものと考えられます。 41 

一方、初期段階で適切に対応できず、事案が長期化・深刻化したり、いじめの重大事態となった42 

りするケースがあり、早期発見・早期対応の一層の徹底が求められています。 43 

このため、学校においては、いじめ防止に関する法令や道条例等を踏まえ、「学校いじめ防止基本44 

方針」に基づく対応はもとより、スクールカウンセラー等や関係機関と連携した対応を進めるな45 

ど、生徒指導体制と教育相談体制の充実を図る必要があります。 46 

いじめ防止の取組については、障がいや性自認な47 

ど児童生徒一人一人に応じた対応が必要であるとと48 

もに、ネット上のいじめなどネットトラブルへの対49 

応、新型コロナウイルス感染症の影響による差別・50 

偏見の防止への対応など、社会の変化に応じた対応51 

が求められており、児童生徒の命と心を守るため、52 

家庭、地域、関係機関との連携を一層強め、いじめ53 

根絶の取組を推進するとともに、児童生徒が互いを54 

尊重し合い、主体的に望ましい人間関係を形成し、55 

いじめを許さない態度等を身に付ける必要がありま56 

す。 57 

児童生徒の自殺者数の状況について、厚生労働省等の調58 

査では、近年増加傾向にあります。各学校においては、児59 

童生徒の命を守るため、不安や悩みを抱える児童生徒の早60 

期発見・対応と家庭、医療・福祉等の関係機関と連携した61 

自殺予防の取組を徹底する必要があります。 62 

不登校児童生徒数は、小・中学校では全国と同様、増加63 

傾向が見られ、その割合も全国平均よりも高くなっていま64 

す。また、不登校の期間の長期化や、小学６年から中学 165 

年に進学した段階で不登校となる、いわゆる「中 1 ギャッ66 

プ」の課題も見られます。 67 

施策 14 

Ｐ● 

施策 15 
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不登校児童生徒への支援に当たっては、学校に登校するという結果のみを目標にせず、児童生徒71 

が自らの進路を主体的に捉え、社会的自立への意欲を向上させることができるよう、各学校におい72 

ては、全ての児童生徒が学校で安心して学ぶことができる「居場所づくり」「絆づくり」を促進する73 

とともに、一人一人の状況に応じて、市町村の教育支援センターや民間の施設等と連携し、ICT の74 

活用などにより教育機会を確保することも必要です。 75 

また、新型コロナウイルスの感染回避のため登校しない児童生徒もおり、各学校は、こうした感76 

染症への不安等により出席しない児童生徒に対しても、学習機会の保障や教育相談の実施などの支77 

援を行うことが必要です。 78 
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(11) 学校や教員を取り巻く状況 96 

本道の子どもたちが、グローバル化や高度情報化の加速度的な進展といった社会的変化を乗り越97 

え、豊かな人生を切り拓き、持続可能な社会の創り手となることのできる資質や能力を身に付けて98 

いくためには、その指導に従事する教員が、強い使命感や豊かな社会性、実践的な指導力など、教99 

員育成指標に示す資質・能力を十分に備え、各学校において持てる力を存分に発揮し、もって、安100 

定的な学校体制を構築していく必要があります。 101 

本道では大量退職・大量採用の影響等により、若手教員の割合が増えてきており、養成段階から102 

教育に対する高い意欲と確かな指導力を育むことが求められています。また、全ての子どもたちの103 

可能性を引き出す個別最適な学びと協働的な学びの実現を目指す「令和の日本型学校教育」の構築104 

に向け、これまで以上に、学生・教員一人一人が継続的に知識・技能を習得し、その資質・能力の105 

向上を図ることが重要です。 106 

こうした状況の下、本道の広域分散型の地理的特性を踏まえ、オンライン研修の拡充による研修107 

の効率化に努めるなど、今後とも、研修計画の不断の見直しと多様な専門性を有する指導体制の構108 

築を進め、研修の個別最適化や教員同士の協働的な学びの充実を図っていく必要があります。 109 

一方で、教育の機会均等と教育水準の維持向上を実現するため、同一学校での長年勤務の解消や110 

都市と郡部との間における年齢構成の格差是正など、人事配置の適正化を図るとともに、教員採用111 

選考検査の受検者数が減少傾向にあることに危機感を持ち、教職の魅力に対する理解増進と学校に112 

おける働き方改革を積極的に推進し、教員志望者の増加に繋げていくことが重要です。 113 

特に働き方改革については、本道においても、月 45 時間以上の時間外勤務を行う教員の割合が114 

56.9％に上っているなど、大きな課題となっています。このため、子どもと向き合う時間の確保な115 

ど、教員が本来担うべき業務に専念できる環境の整備に向けて、働き方改革の手引の作成や、推進116 

校による実践研究の推進と好事例の普及、出退勤管理システムの導入、教員の業務を支援するスク117 

ール・サポート・スタッフの配置等に取り組んでいますが、未だ多くの教職員が長時間勤務となっ118 

ている状況を踏まえ、より積極的に取組を進めていく必要があります。 119 
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施策 16 

Ｐ● 

施策 17 

Ｐ● 

◇教員（小・中学校、高等学校及び特別支援学校）の年齢構成比 

（出典）道教委調べ 
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(12) 学びのセーフティネットの状況 152 

令和元年（2019 年）６月に改正された「子どもの貧困対策の推進に関する法律」においては、教育153 

の支援について、教育の機会均等が図られるべき趣旨が明確化され、子どもの「将来」だけでなく154 

「現在」における貧困対策を総合的に推進することが求められています。 155 

こうしたことから、子どもの生まれ育った地域・環境によって左右されることのないよう、就学援助156 

制度などの切れ目のない経済的支援による、全ての児童・生徒が安心して就学できる環境づくりや、157 

学齢期に様々な事情や病気などの理由で義務教育を十分に受けることができなかった方々などに対す158 

る夜間中学などの多様な学習機会の提供等により、教育の機会を確保することが必要です。 159 

また、生徒指導に関する調査によると、道内高校の中途退学者数は減少傾向にあり、中退率は１％以160 

上の割合で推移していますが、中退者等を対象とした学び直しのための支援体制が十分ではない現状161 

にあり、高等教育機関への進学や社会的自立に向けた切れ目ない支援が必要です。 162 

少子高齢化や核家族化の進展等を背景に、児童生徒が家事や家族の世話について、年齢や成長の度合163 

いに見合わない重い責任や負担を負っているヤングケアラーが、道の実態調査では道内の中学・高校生164 

で約４％確認されており、このうち自分が困っていることなどを相談した経験が「ない」生徒は約８割165 

となっています。ヤングケアラーは、表面化しにくい傾向にあるため、子どもと接する時間が長く、ヤ166 

ングケアラーを発見しやすい学校が、ヤングケアラーに対する教員の理解をより深めるとともに、市町167 

村の福祉担当部局などの関係機関と連携し、一人一人の子どもの実情に応じた支援を行うことが必要で168 

す。 169 
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施策 18 
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◇ヤングケアラーのうち、悩みについて

相談したことが「ない」と回答した割合 


